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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社では、コーポレート・ガバナンスを経営の最重要課題のひとつとして認識し、役割と責任の明確化によるスピーディーな意思決定と情報開示を
実施していくことで経営の効率化・透明性の確保を図っていきたいと考えております。また、２０１６年４月より取締役会の諮問機関として、社外取
締役を委員長とし、社外役員及び代表取締役社長を構成員とする「ガバナンス委員会」を発足させました。持続的な成長と中長期的な企業価値の
向上、統治機能の更なる充実をより一層目指してまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則4-1(3)】最高経営責任者等の後継者計画

・取締役会は、企業が持続的成長を続けるうえで、最高経営責任者等の後継者計画は最重要課題の一つであると認識しています。2016年4月より
社外役員を主な構成員とするガバナンス委員会を発足させており、同委員会においてもマネジメント人材育成全般に関してモニタリングを実施し、
取締役会が適切に監督できるよう助言してまいります。

また、2016年6月より、すべての取締役、執行役員及び子会社社長を対象に外部講師によるセミナーを定期的に開催するなどして後継者人材の
育成により一層努めています。

【補充原則4-2(1)】取締役会の役割責務

・当社取締役の報酬は、「基本報酬」及び「業績報酬」で構成されています。

・基本報酬については、役位等によって決定しております。また、業績報酬については、当社業績及び各取締役の事業計画達成状況等を勘案し、
決定しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則1-4】政策保有株式

・政策保有株式として株式を保有する場合、取引及び協力関係の維持・強化等、保有目的の妥当性を検証し、その目的に符合する保有株式の
数、金額を適切に設定することを基本としています。

・政策保有株式については、年2回、取締役会において保有株式の数、評価損益等の運用状況及び先方との関係、今後の方針を検証しており、そ
の結果に基づき今後の保有の是非を検討しています。

・政策保有株式に係る議決権行使については保有目的に資することを基本としつつ、当該企業の売上、利益、配当実績等の業績情報を総合的に
検討し、賛否の判断を行っています。

【原則1-7】関連当事者間の取引

・当社では、当社と取締役及び主要株主との利益相反取引について、取引の重要性に応じて法令及び取締役会規則に基づき、取締役会の決議
及び報告を要する事項と定めています。

・また、当社と当社グループ会社との取引及びその他重要事項についても、関係会社管理規程、稟議規程に基づき、当社取締役会の承認を要す
る事項と定めています。

【原則3-1】情報開示の充実

(1)会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画

会社の目指すところ（経営理念）や経営計画、経営戦略は当社のホームページにて開示しています。

＜社是＞

『挑戦と創造』

＜経営理念＞

・アイカグループは共生の理念のもと、たえざる革新により新しい価値を創造し、社会に貢献してまいります。

＜中期経営計画＞

・当社は、創立９０周年(２０２７年３月期）に目指すべき姿「アイカ１０年ビジョン」を描き、その実現への第１ステップとして２０２０年度を最終年度と
する４ヶ年(２０１７年４月～２０２１年３月）の新中期経営計画「Ｃ＆Ｃ２０００」を策定し、発表しました。

【財務目標】

連結売上高： ２,０００億円　　　連結経常利益： ２２０億円

ＲＯＥ　　　　： １０％以上　　　　海外売上比率： ３５%以上

詳細は当社ホームページをご参照下さい。

(URL：http://www.aica.co.jp/news/ir/2017/04/cc2000.php/）

(2)コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

・コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方は、当社のホームページ及び本報告書にて開示しています。



(3)取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続

・当社取締役の報酬は、担当職責・職位・在任期間を考慮した「基本報酬」と、会社業績をベースに各取締役の事業計画達成状況等に応じた「業
績報酬」で構成されています。なお、報酬額については、株主総会で決議された限度額の範囲内で、代表取締役が当社の定める基準等に基づき
決定しています。

なお、決定にあたっては、２０１６年４月に発足した社外役員を主な構成員とするガバナンス委員会の審議を経ています。

(4)指名の方針と手続き

・当社の中長期的な企業価値の向上及び持続的な成長という観点から、性別、国籍を問わず経験、能力、実績を総合的に検討の上、当社の取締
役として相応しい人物を取締役会において指名し、株主総会の決議をもって選任しています。

なお、指名にあたっては、２０１６年４月に発足した社外役員を主な構成員とするガバナンス委員会の審議を経ています。

(5)個々の選任・指名についての説明

・当社は、２０１６年６月開催の第１１６回定時株主総会より取締役及び監査役の候補者について「株主総会招集通知」に個々の指名理由に関して
記載することといたしました。

【補充原則4-1(1)】経営陣への委任範囲策定

・取締役会は、法令、定款及び取締役会規則に基づき、経営上の重要事項の決定、業務執行の監督を行っています。それ以外の業務執行に関す
る決定については、経営会議及びグループ代表者会議等にて行っています。

【原則4-9】独立社外取締役の独立性判断基準及び資質

・当社は、独立役員の指定の際に、東証の独立性判断基準に基づき独立性を判断しており、併せて当該指定においてその基準の使用が妥当で
あるかを検討しています。

・東証の独立性判断基準を使用することで選任プロセス、独立性判断の妥当性ともに満足していると考えています。

【補充原則4-11(1)】取締役会の多様性の確保

・当社は、当社の中長期的な企業価値向上及び持続的な成長という観点から、性別、国籍を問わず、社外取締役を含め、知識、経験、能力が全
体としてバランス良く備えられ、また経営的な視点で物事を考えることができる人物で当社取締役会が構成されるべきと考えています。規模につい
ても、当社の組織構成に鑑み、執行業務の管理・監督ができる規模を設定しています。

【補充原則4-11(2)】役員の兼務

・社外取締役、社外監査役を含む取締役・監査役の他の上場会社役員兼任状況について「株主総会招集通知」及び「有価証券報告書」に、毎年
開示しています。

【補充原則4-11(3)】取締役会の実効性分析・評価

・当社では、取締役会の実効性を検証すべく、２０１７年１月以降、毎年すべての取締役及び監査役に対して取締役会の構成、運営及び議題並び
に取締役会を支える体制に関するアンケートを実施し、それらの結果にもとづき、取締役会の実効性について評価を行っております。２０１８年１月
実施のアンケート結果は、すべての項目において「適切又は一応適切」との回答が得られたこと、また、取締役会における審議が活発に行われて
いることが高い評価を得たことから、当社の取締役会は概ね適切に機能しており、取締役会の実効性は確保されていることを確認しました。

一方、当社取締役会においては、取締役会構成員の多様性、経営陣幹部の選解任審議、などの課題も確認され、今後も更なる取締役会の実効
性向上を図るため、改善に取り組んでまいります。

【補充原則4-14(2)】取締役・監査役のトレーニング方針

・新任社外取締役・社外監査役については、就任時に当社及び当社事業に関する理解を深めるために経営方針の説明や各支店・工場の視察等
を実施しています。また、就任後にも必要に応じて、事業理解を深めるための機会を提供しています。

・新任取締役については、取締役に求められる役割と責務を十分に理解できる機会を提供し、就任後においても外部講師を招いての研修会を定
期的に開催するなど必要知識の更新等に努めます。

・監査役については、新任時より各種セミナーや他業種との意見交換会に積極的に参加し、監査役に求められる知識やスキルを習得しています。

・トレーニング実施内容は、ガバナンス委員会にて報告し、委員からの助言も参考に、これらの対応が適切にとられているか確認しています。

【原則5-1】株主との建設的な対話に関する方針

・当社は、株主との建設的な対話の実現を図るために合理的な範囲で積極的な対応を行っています。株主との対話から得られた意見、情報は、
社内で共有し、今後の経営、IR活動への反映に努めています。

・また、IR担当取締役を指定しており、広報・IRグループを事務局とし、株主との建設的な対話のために社内関係部署との連携を図っています。

・なお、個別面談や電話取材の申し込みに対しては、広報・IRグループが対応しており、その中で開示される情報の内容については、代表取締
役、担当取締役の承認を得ています。

・一方、アナリスト・機関投資家向けに、年２回決算説明会を開催し、代表取締役より説明を行っており、更に新聞等の媒体を通じた情報提供に努
めています。

２．資本構成

外国人株式保有比率 20%以上30%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 4,972,800 7.62

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 3,452,900 5.29

アイカ工業取引先持株会 2,078,433 3.18

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９） 1,707,200 2.62

アイカ工業株式保有会 1,562,023 2.39

BBH FOR MATTHEWS JAPAN FUND 1,335,400 2.05



住友生命保険相互会社 1,318,000 2.02

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 1,300,016 1.99

大日本印刷株式会社 1,293,743 1.98

デンカ株式会社 1,229,084 1.88

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行は、2018年４月１日付で「株式会社三菱ＵＦＪ銀行」に商号変更しております。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部、名古屋 第一部

決算期 3 月

業種 化学

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

〔大株主の状況〕自己株式２,３０４,８６８株を保有しております。



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 12 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 7 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

小倉健二 他の会社の出身者

花村淑郁 弁護士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

小倉健二 ○ 独立役員に指名しております。

小倉健二氏は、これまで長年にわたり企業経

営に携わり、経営者としての豊富な経験と幅広

い見識を有しており、当社との間に特別な利害

関係はなく、社外取締役として客観的・中立的

な立場で業務を執行していただけると考えてい

るため、当社の独立役員として指定していま

す。

花村淑郁 ○ 独立役員に指名しております。

花村淑郁氏は、弁護士としての豊富な専門知
識と経験を有しており、当社との間に特別な利
害関係はなく、社外取締役として客観的、中立
的な立場で業務を執行していただけると考えて
いるため、当社の独立役員として指定していま
す。



指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員
（名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

ガバナンス委員会 5 0 1 2 0 2
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

ガバナンス委員会 5 0 1 2 0 2
社外取
締役

補足説明

2016年４月より取締役会の諮問機関として、社外取締役を委員長とし、社外役員および代表取締役社長を構成員とする「ガバナンス委員会」を発
足させました。

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 4 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

定期的に会計監査人からの監査報告及び意見交換会議を実施しています。

内部監査を専門とする組織として「内部監査室」が、業務執行部門の監査を実施しています。内部監査室のスタッフ（３名）は、各監査役と一体とな
り常時監査内容・執行状況について報告をおこなっています。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

加藤正和 公認会計士

片桐清志 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）



l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

加藤正和 ○ 独立役員に指名しております。

加藤正和氏は、公認会計士という財務・会計の
専門的知見および独立した立場から、助言・提
案を行っており、当社との間に特別な利害関係
はなく、社外監査役として客観的、中立的な立
場で遂行していただけると考えているため、当
社の独立役員として指定していま
す。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　

片桐清志 ○ 独立役員に指名しております。

片桐清志氏は、企業経営者として長年のマネ
ジメント経験と知見を有しており、当社との間に
特別な利害関係はなく、社外監査役として客観
的・中立的な立場で職務を遂行していただける
と考えているため、当社の独立役員として指名
しています。

【独立役員関係】

独立役員の人数 4 名

その他独立役員に関する事項

━

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

ストックオプション制度の導入

該当項目に関する補足説明

2013年5月までストックオプションを付与しておりましたが、2014年以降は付与しておりません。

ストックオプションの付与対象者 社内取締役

該当項目に関する補足説明

2013年5月までに付与済みのストックオプションについて、行使権利が失効していない対象者です。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

取締役に支払った年間報酬額は２３９百万円です。なお、報酬限度額は年額３７０百万円以内で、使用人兼取締役の使用人給与相当額は含まれ
ておりません。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

当社は、役員の報酬額については役位、職責、在任期間等を勘案し、当社グループ業績を考慮のうえ、株主総会で承認された限度範囲内で決定
しております。



【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

社外取締役及び社外監査役については、事務局より取締役会の議題案内及び開催日前の資料事前送付を行なっております。また、社外取締役
又は社外監査役からの要請に応じ、取締役会の議題についての事前説明も行なっております。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

冨田 章嗣 相談役

当社の元経営トップとして長年の
マネジメント経験があり、営業に関
する専門的な知見を有しており、
当社経営陣の求めに応じ、助言を
行っております。

勤務形態： 非常勤

報酬　　　： 有り
2005/6/24

１年

（重任の場合、最
長2020年6月まで）

渡辺　修 相談役

当社の元経営トップとして長年の
マネジメント経験があり、財務に関
する専門的な知見を有しており、
当社経営陣の求めに応じ、助言を
行っております。

勤務形態： 非常勤

報酬　　　： 有り
2010/6/23

１年

（重任の場合、最
長2025年6月まで）

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 2 名

その他の事項

・上記相談役は、取締役会や経営会議等の重要会議体に出席することなく、当該会議の事前において決議事項等についての報告や説明を受け
る権限を有しておりません。また、現経営陣が相談役に意見を求める場合、必要に応じて社外役員に対してその旨を適宜報告した上で行ってお
り、相談役の経営への不透明な関与を疑われるような状況が生じないように十分配慮しています。

・各相談役の報酬は、当社グループの発展・成長に寄与する活動等、その職務に見合った報酬を支給しております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

【取締役・取締役会】

取締役会は当社の経営に関わる重要な事項について意思決定する最高機関であり、取締役７名（社外取締役２名）で構成されております。平成２
８年６月２３日より、取締役会の監督機能強化の為、社外取締役２名を選任しております。定時取締役会が原則毎月１回開催されるほか、必要に
応じて臨時取締役会が開催されております。

【ガバナンス委員会】

平成２８年４月より取締役会の任意の諮問委員会として、社外役員を主な構成員とする「ガバナンス委員会」を設置し、企業の持続的な成長と統治
機能の更なる充実を目指しています。

【監査役・監査役会】

当社は、監査役制度を採用しております。監査役は４名にて監査役会が構成されており、４名のうち２名は非常勤の社外監査役であります。監査
役会は、原則毎月１回開催されております。各監査役が取締役会に出席するほか常勤監査役は経営会議、経営推進会議、その他重要な会議に
出席しています。また、常勤監査役のほか、必要に応じて非常勤監査役も業務執行担当部署の往査、決裁書類その他重要な書類の閲覧、国内
外の子会社の調査、会計監査人からの監査報告及び意見交換会議などを実施し、独立した立場から業務監査、会計監査を行っております。な
お、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役１名を選任しております。

【執行役員制度】

当社は、平成１４年４月より執行役員制度を設け、取締役の監督機能と執行機能の分離を図ってきましたが、社内取締役が重要な執行機能を
担っている実態に合わせ、平成３０年６月より社内取締役が執行役員を兼任する形を執っております。これにより、執行機能において執行機能の
職務分掌を明確化することで業務執行の更なるスピードアップを図っております。

【経営会議】

当社は、取締役に業務執行責任者を加えて構成する経営会議を設置しております。経営会議は、原則毎月１回開催され、取締役会に付議する議
案の事前審議及び当社規程に基づく決裁機能を有し、取締役会での決定事項の迅速な展開並びに業務執行における審議及び報告を行っており
ます。

【経営推進会議】

経営推進会議には、取締役、監査役、執行役員をはじめ業務執行部門の長が参加し、原則、半期毎に業務執行報告、課題検討等を行い、業務内
容及び執行状況の監視が行える体制をとっております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社の企業統治の体制は、取締役・監査役・執行役員制度を採用しております。これは、1．お客様の視点に立った経営を推進するために社外取
締役を含む取締役が経営の重要事項の意思決定に関与するべきであること、また、2．健全かつ効率的な業務執行を行うために、業務執行を担う
執行役員の執行状況の監視機能を、取締役がもつべきであること、そして、3．社外監査役を含む監査役が、経営の意思決定及び業務執行を含
む経営全体の監査を行う体制が望ましいこと、を理由としております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 本年度は６月１日に招集通知を発送いたしました。

集中日を回避した株主総会の設定 本年度は６月２２日に開催しました。

電磁的方法による議決権の行使
インターネットにより、パソコン、スマートフォンまたは携帯電話から当社の指定する議決
権行使サイトにアクセスすることで、議決権行使が可能です。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

議決権電子行使プラットフォームへ参加しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

━ あり

IR資料のホームページ掲載 決算短信、ＩＲ説明会資料、報告書等

IRに関する部署（担当者）の設置 広報・ＩＲグループ

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

経営の基本方針に、「地球環境の保全と地域との調和を図り、環境に優しい商品を開発し
ます。」を掲げ、品質（ＩＳＯ９００１），環境（ＩＳＯ１４００１）、労働安全衛生（ＯＨＳＡＳ１８００
１）を三位一体の活動として全社に展開、環境経営にも積極的に取り組んでいます。その
活動については毎年CSRレポートを発刊し、内容を報告しています。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社は、内部統制システム構築の基本方針を制定しておりますが、平成３０年５月１５日開催の取締役会において一部改訂を行うことを決議いた
しました。また、平成２８年６月２４日付ガバナンス報告書から業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要を記載しております。

【業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要】

（１）取締役並びに使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

1コンプライアンス体制にかかる規程を整備し、取締役並びに使用人が法令・定款及び当社の経営理念を遵守するための行動規範 「アイカグルー

プ行動規範」を策定し、その行動規範にもとづく具体的な行動基準を「アイカグループ社員の行動指針」にて定めています。それらを当社及びグ
ループ全体の役職員に展開し周知徹底を図る。

2「企業倫理委員会」において企業活動における法令遵守とそのために必要な施策の企画や立案を行い、取締役並びに使用人への周知徹底を図
る。

3品質（ISO９００１）・環境（ISO１４００１）・労働安全衛生（OHSAS１８００１）マネジメントシステムを「三位一体の活動」として全社に展開し、各マネジ
メントシステムにおいて法令・法規制等の要求事項を遵守する。

4当社グループ全体で内部通報制度の自浄機能を発揮させ、早期に問題点の把握と解決を図る。

5内部監査を専門とする組織「内部監査室」及びコンプライアンス活動を推進する組織「総務部法務グループ」が、当社グループ全体の内部統制活
動、コンプライアンス体制及びコンプライアンス上の問題の有無を調査・検討する。

6市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体に対しては、毅然たる態度で臨み、一切の関係を遮断・排除する。また、弁護士、
警察等の外部専門機関とも連携し組織的に対応する。

（２）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

1取締役の職務の執行に関する情報・文書は、社内規程及び関連する文書管理マニュアルに基づき、適切な文書の保存並びに管理体制を維持
する。

2株主総会議事録・取締役会議事録・経営会議議事録・経営推進会議議事録・グループ代表者会議議事録・稟議書並びに関連資料は経営企画部
が、契約書並びに関連資料などの重要文書類は総務部法務グループがそれぞれ保管・管理する。

3取締役、執行役員、監査役は、常時これらの文書等の閲覧または謄写ができる。

（３）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

1経営環境を取り巻く各種リスク（法令遵守・災害・製品・品質・物流・安全衛生・環境・情報セキュリティ・為替・原材料価格等）については、それぞ
れの対応部署において検証し、規程・ガイドラインを制定する。また、リスク評価は定期的に取締役会・ 監査役会に報告する。

2取締役会・監査役会は、必要に応じ各種リスクについて審議し、法律上の判断が必要な場合は顧問弁護士等に意見を求めるなど対策を講じる。

（４）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

1執行役員制度を設け、取締役の監督機能と執行機能の分離を図ってきましたが、社内取締役が重要な執行機能を担っている実態に合わせ、社
内取締役が執行役員を兼任する形を執り、執行機能において執行役員の職務分掌を明確化することで業務執行の更なるスピードアップを図る。

2取締役会は、経営方針、法令で定められた事項やその他経営に関する重要事項を決定し、業務執行状況を監督することでコーポレートガバナン
ス強化を図ります。取締役会は、審議の活性化を図り、経営の透明性・客観性を確保するため、会社業務に精通している社内取締役と独立性・客
観性・専門性を備えた社外取締役を含む取締役にて構成する。

3年度目標は中期経営計画に基づき策定する。各部門はその目標達成に向けて目標と予算を策定し、併せて具体策を立案し実行する。

（５）当該株式会社並びに子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

1企業集団としての企業行動指針を定め、コンプライアンスや理念の統一をめざし、各子会社ごとに当社の取締役・執行役員等より責任担当を決
め、事業を総括的に管理する。

2当社は、子会社の経営内容を把握し、かつ業務の適正を確保するため、「関係会社管理規程」に基づき、重要事項について当社（取締役会また
は代表取締役）の承認または当社への報告を求める。

3当社は、グループ代表者会議を開催し、当社グループにおける業務執行の状況報告と重要事項の報告を行い、グループ全体の迅速な意思決定
と適正な業務遂行を行う。

（６）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項及び取締役からの独立性に関する事項

1監査役の職務を補助すべき使用人として、監査役付を置く。監査役付は、監査役の指示に従いその職務を行う。

なお、監査役付の独立性を確保するため、当該使用人に関する指揮命令権・人事権については、監査役・監査役会の事前の同意を得る。

2監査役より監査業務に必要な業務指示及び命令を受けた当該使用人は、監査役が指定する補助すべき期間中は、その業務指示に関して、 取

締役及び他の使用人の指揮命令を受けないこととし、監査役に係る業務に優先して従事する。

（７）取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制、その他の監査役への報告に関する体制

1当社及び当社子会社の取締役及び使用人は、各監査役の要請に応じて必要な報告及び情報提供を行う。

2当社及び当社子会社の取締役及び使用人は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したとき法令に従い直ちに監査役会に報告
する。その他、法定事項に加え、取締役との協議により決定する下記事項を報告する。

※内部統制システムの整備・運用に関わる件、子会社の監査役の監査状況、重要な会計方針、会計基準及びその変更、業績及び業績見込の発
表内容、重要な開示書類の内容、稟議書及び監査役から要求された会議議事録など

3監査役へ報告を行った取締役及び使用人に対し、不利益が生じないことを確保する。

（８）監査役の職務の執行について生ずる費用等の処理に係る方針に関する事項

監査役の職務を執行する上で必要な費用は、請求に基づき会社が負担する。

（９）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

1監査役と取締役・会計監査人との意見交換並びに内部監査部門等の協力・補助体制を確保する。

2代表取締役は、監査役会・会計監査人とそれぞれ随時意見交換会を実施する。

3監査役は、監査の実施にあたり必要と認めるときは、顧問弁護士、公認会計士等を活用する。

（１０）財務報告の信頼性を確保するための体制

当社は、当社及び当社グループが金融商品取引法に基づく財務報告に係る内部統制評価報告制度に適切に対応するため「内部統制委員会」を
設置し、その仕組みが適正に機能することを継続的に評価することにより、財務報告の信頼性を確保する体制を整備する。

【業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要】

当社は、上記の業務の適正を確保するための体制の整備当初から、内部統制システムの整備及び運用状況について継続的に調査を実施してお
り、その内容を取締役会へ報告しております。また、調査結果で判明した問題点につきましては、是正措置を行い、より適切な内部統制システム
の構築・運用に努めております。当事業年度における上記体制の運用状況の概要は、以下のとおりです。



（１）取締役の執務の執行について

当事業年度において、取締役会を１４回開催しており、取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合するよう監督を行ないました。

（２）リスクマネジメント体制の構築について

当社は、不測の損失の軽減を図るため、経営環境を取り巻く各種リスクに対応する部署を決め、必要な規定、ガイドラインを整備し、稟議手続きを
通してリスク管理を実施し、定期的に行うリスク評価の結果を取締役会・監査役会に報告しています。

なお、地震等の危機管理については、「危機管理規程」及び「地震防災規程」を制定しており、また、BCP発動に備え、定期的に訓練を行ないまし
た（当事業年度は、名古屋工場、甚目寺工場、丹波工場、伊勢崎工場、アイカインテリア工業株式会社及びアイカテック建材株式会社で想定訓練
を実施）。

（３）コンプライアンス体制について

当社は役員及び従業員に対し、定期的なコンプライアンス研修を実施しております（当事業年度は、営業店所向け研修９回、工場向け研修１１回、
子会社向け研修９回、新任管理職向け研修１回、新入社員向け研修１回開催）。また、問題の早期発見・未然防止を図るため、内部通報窓口で従
前より設置しております社内通報窓口「企業倫理委員会への窓」に加え、平成３０年度より弁護士事務所に外部通報窓口を新たに設置しておりま
す。当事業年度において発生した案件に関しましては、速やかに調査の上、代表取締役、企業倫理委員会メンバー及び監査役へ報告し、解決し
ております。

（４）監査役の職務の執行について

当事業年度において、監査役会を１５回開催しており、経営の妥当性、効率性、コンプライアンス等に関して幅広く意見交換、審議、検証し、適宜
経営に対して助言や提言を行ないました。また、監査役は取締役会のほか、重要な会議に出席し、取締役の職務執行について、厳正な監視を行
ないました。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体に対しては、毅然たる態度で臨み、一切の関係を遮断・排除する。また、弁護士、
警察等の外部専門機関とも連携し組織的に対応する。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 あり

該当項目に関する補足説明

当社は、平成２８年４月２７日開催の取締役会において、「当社株式の大規模買付行為に関する対応方針（買収防衛策）」（以下、「本プラン」といい
ます。）を継続することについて、平成２８年６月２３日開催の当社定時株主総会（以下、「本定時株主総会」といいます。）にて株主の皆様にご賛同
をいただきましたので、以下の通りお知らせいたします。

本プランは、平成１９年６月２２日開催の第１０７回定時株主総会にて株主の皆様のご賛同をいただき「当社株式の大規模買付行為に関する対応
方針（買収防衛策）」（以下、「本プラン」といいます）を導入いたしました。

その後、当社では、株主共同の利益及び企業価値の維持・向上の観点から、継続の是非も含めたそのあり方について検討してまいりました。その
結果、情勢の変化や平成２０年６月３０日に企業価値研究会が公表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」の内容等を踏ま
え、平成２２年６月２３日開催の第１１０回定時株主総会において、その内容の一部見直しを行った上で、継続することにつき株主の皆様にご承認
をいただきました。さらに平成２５年６月２５日開催の第１１３回定時株主総会において内容を変更せず再継続することにつき株主の皆様にご承認
をいただきました。本プランの有効期間は本定時株主総会終結の時までであることから、導入以降の法令の改正、買収防衛策に関する議論の動
向等を踏まえ、平成２８年４月２７日開催の取締役会において、基本方針を維持することを確認し、株主の皆様のご賛同を得ることを条件として、
継続することを決定したものであります。なお、本プランの内容に変更はございません。

本プランの有効期間は平成３１年６月開催予定の当社定時株主総会終結の時までとなります。

なお、本プランの継続を決定した取締役会には、社外監査役３名を含む当社監査役５名全員が出席し、具体的運用が適正に行われることを条件
として、本プランが当社株式の大規模買付行為に関する対応方針として相当であると判断される旨の意見を表明しております。

また、本日現在、当社株式の大規模買付に関する打診および申し入れ等は一切ございません。

　　　　　　　　 　　　　　　　　

[１]当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に資する者が望ましい
と考えております。

当社は、株式を上場して市場での自由な取引に委ねているため、会社を支配する者の在り方は、最終的には株主の皆様の全体の意思に基づき
決定されるべきであり、会社の支配権の移転を伴う買付提案に応じるかどうかの判断も、最終的には株主全体の意思に基づき行われるべきもの
と考えます。

しかしながら、当社株式の大規模な買付行為や買付提案の中には、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、株主が買付の条件
等について検討したり、当社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないもの、買付者の提示した条件よりも有利な条
件をもたらすために買付者との交渉を必要とするもの等、当社の企業価値及び株主共同の利益を毀損するものもありえます。

このような大規模な買付行為や買付提案を行なう者は、例外的に当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として適当でないと判断しま
す。

[２]基本方針の実現に資する取組み

１．中長期的な会社の経営方針

アイカグループは、「挑戦と創造」を社是に掲げ、「共生の理念のもと、たえざる革新により新しい価値を創造し、社会に貢献してまいります」との経
営理念のもと、以下の項目を経営方針と定め経営を進めています。

【経営方針】

<１> 化学とデザイン　　　　　化学とデザインの力で独創性のある商品をつくり、豊かな社会の実現に貢献します。　

<２> グループシナジー　 　　技術・素材連携やチャネル活用を追求し、グループシナジーを創出します。

<３> Ｎｏ．１　　　　　　　　 　　事業分野や地域におけるＮｏ．１商品を拡充します。

<４> グローバル　　　　　 　　海外における生産・販売拠点と人材の充実を図り、グローバル市場で持続的な成長を目指します。

<５> 人材と組織　　　　　 　　人材を最も重要な経営資源と捉え、相互理解と成長を通じ、活力あふれる人材・組織を形成します。

<６> コンプライアンス経営　 法令や社会秩序を守り、公正で透明性の高いコンプライアンス経営を実践します。

<７> 安心・安全への約束　 ステークホルダーとのコミュニケーションを重視し、「信頼される品質の確保」や「環境に配慮した事業活動」を推進しま

す。

以上の経営方針のもと、平成２９年４月から新たに中期４ヵ年計画をスタートさせました。連結売上高２，０００億円、連結経常利益２２０億円、ＲＯＥ
１０％以上、海外売上比率３５％以上という目標を達成するために、（１）ＡＳ商品＊1群の拡充による国内基幹事業の成長持続、（２）次世代を担う
注力分野の育成・投資、（３）ジャパンテクノロジーの海外展開、に注力いたします。また、Ｃ＆Ｃ活動＊2を通じた社員一人ひとりの成長、ＱＥＯマネ
ジメント＊3とＩＴ基盤刷新によるＣＳ・ＥＳ＊4向上、コンプライアンス遵守、を重点方針に掲げ、成長を支える経営基盤を強化し、株主・顧客などのス
テークホルダーから絶大の信頼を得られるよう取り組んでまいります。

＊１ ＡＳ商品

　　　ＡＩＣＡ Ｓｏｌｕｔｉｏｎ商品の略。様々な社会課題（インフラ老朽化・高齢化・環境・安全・人手不足など）を解決する商品

＊２ Ｃ＆Ｃ活動

　　　挑戦と創造（Ｃｈａllenge ＆ Ｃｒｅａｔｉｏｎ）の精神のもと、製品・サービス・仕事などの質の管理・改善を行う小集団活動。１９７７年から行っている

＊３ ＱＥＯマネジメント

　　　品質（Ｑｕａｌｉｔｙ）・環境（Ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔ）・労働安全衛生（Ｏｃｃupation ｈｅａｌｔｈ ａｎｄ ｓａｆｅｔｙ）、三位一体のマネジメントシステム

＊４ ＣＥ・ＥＳ

　　　ＣＳは顧客満足度、ＥＳは従業員満足度を表す 　　



２．コーポレートガバナンス（企業統治）の推進

当社は「コーポレートガバナンス（企業統治）の強化」を通じて、グループ会社とともに企業価値及び株主共同の利益の確保・向上を実現させてい
きたいと考えています。

<１>基本規程として「行動規範」を策定し、企業理念の精神を具体化した役員及び社員の「行動指針」として定めています。更に、全社横断組織と
して「企業倫理委員会」を設置するなど企業統治に関する組織、規程を充実させ、企業の透明性、効率性、健全性を向上すべく推進しています。

<２>経営の体制として、業務執行と監督機能区分を明確化するため、執行役員制度を導入しております。取締役会は、経営の透明性・客観性を確
保するため社外取締役を含む取締役にて構成しております。監査役会は、監査役監査の透明性、公平性を確保するため社外監査役を含む監査
役にて構成しております。また、平成２８年４月より任意の諮問委員会として、社外役員を主な構成員とする「ガバナンス委員会」を設置し、企業の
持続的な成長と統治機能の更なる充実を目指しています。

当社では多数の投資家の皆様に長期的に当社に投資を継続して頂くため、当社の企業価値、ひいては株主共同の利益を向上させるための取組
みとして、以上のような施策を実施しております。これら取組みは上記[１]の基本方針の実現にも資するものと考えています。

[３]基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組み

１．本プラン導入の目的

本プランは、上記[１]に述べた基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取
り組みとして導入するものです。

当社取締役会は、当社株式の大規模買付が行なわれようとする場合、株主の皆様に適切な判断をいただくためには、大規模買付を行おうとする
者及び当社取締役会等からの十分な情報提供と、株主の皆様が検討を行うに相当な期間が必要不可欠と考えております。しかしながら、株主の
皆様への十分な情報提供もなく、あるいは取締役会からの意見・代替案の提示などを行う期間もないまま、一方的に大量の株式の買付が行われ
る例も見受けられます。そのため、当社は、企業価値及び株主共同の利益の確保・向上のため、本プランにおいて大規模買付を行なう際の手続き
に関する一定のルール（以下、「大規模買付ルール」といいます）を設定し、大規模買付ルールの遵守を大規模買付を行なおうとする者に求めるこ
とで、株主の皆様が十分な情報や検討期間を得られないまま判断を迫られる事態を回避するとともに、当社の企業価値及び株主共同の利益を毀
損する買付行為を防止することといたしました。

２．大規模買付ルールの概要

当社取締役会が設定する大規模買付ルールとは、<１>事前に大規模買付者に取締役会に対する必要かつ十分な情報の提供を求め、<２>取締役
会による一定の評価期間が経過した後にはじめて大規模買付が開始される、というものです。その概要は以下のとおりです。

（1）本プランの対象となる大規模買付等

本プランは以下の（ｉ）または（ｉｉ）に該当する当社株式等の買付またはこれに類似する行為（但し、当社取締役会が承認したものを除きます。当該
行為を、以下、「大規模買付行為」といいます）がなされる場合を適用対象とします。大規模買付等を行い、または行おうとする者（以下、「大規模
買付者」といいます）は、予め本プランに定められる手続きに従わなければならないものとします。

（ｉ）当社が発行者である株式等について、保有者の株式等保有割合が２０％以上となる買付

（ｉｉ）当社が発行者である株式等について、公開買付に係る株式等の株式等所有割合及びその特別関係者の株式等所有割合の合計が20％以上
となる公開買付

（2）意向表明書の事前提出の要求

大規模買付者が大規模買付行為を行おうとする場合には、まず当社代表取締役宛に、大規模買付ルールに従う旨の誓約及び以下の内容等を記
載した意向表明書を日本語でご提出いただきます。

<１>大規模買付者の名称、住所

<２>設立準拠法

<３>代表者の氏名

<４>国内連絡先

<５>提案する大規模買付行為の概要等

（3）必要情報の提供の要求

当社は、大規模買付者に対し、上記（２）の意向表明書受領後１０営業日以内に、大規模買付行為に対する株主の皆様の判断及び取締役会とし
ての意見形成のために必要な情報（以下、「本必要情報」といいます）のリストを交付しますので、大規模買付者は、リスト記載の本必要情報を当
社に提供していただきます。

本必要情報の具体的内容は大規模買付者の属性及び大規模買付行為の内容によって異なりますが、一般的な項目の一部は以下のとおりです。

<１>大規模買付者及びそのグループ（共同保有者、特別関係者及び組合員（ファンドの場合）その他の構成員を含みます）の詳細（名称、事業内
容、経歴または沿革、資本構成、財務内容等を含みます）

<２>大規模買付行為の目的、方法及び内容（大規模買付行為の対価の価額・種類、大規模買付行為の時期、関連する取引の仕組み、大規模買
付行為の方法の適法性、大規模買付行為の実現可能性等を含みます）

<３>大規模買付行為の対価の算定根拠（算定の前提となる事実、算定方法、算定に用いた数値情報及び大規模買付行為に係る一連の取引によ
り生じることが予想されるシナジーの内容を含みます）

<４>大規模買付行為の資金の裏付け（資金の提供者（実質的提供者を含みます）の具体的名称、調達方法、関連する取引の内容を含みます）

<５>大規模買付行為の後における当社及び当社グループの経営方針、事業計画、資本政策及び配当政策

<６>大規模買付行為の後における当社の従業員、取引先、顧客その他の当社に係る利害関係者の処遇方針

なお、当初提供していただいた情報を精査した結果、それだけでは株主の皆様の判断及び当社取締役会・第三者委員会の意見形成に不十分と
当社取締役会及び第三者委員会が合理的に判断した場合には、取締役会は、大規模買付者に対して本必要情報が揃うまで追加的に情報提供
を求めます（以下、この期間を「情報提供期間」といいます）。

但し、大規模買付者からの情報提供の迅速化と、当社取締役会が延々と情報提供を求め、情報提供期間を引き延ばす等の恣意的な運用を避け
る観点から、この情報提供期間の上限を意向表明書受領から６０営業日に限定し、仮に本必要情報が十分に揃わない場合であっても、情報提供
期間が満了したときは、その時点で直ちに「取締役会評価期間（（４）にて後述します）」を開始するものとします(但し、大規模買付者側から、合理
的な理由に基づく延長要請があった場合には、必要に応じて情報提供期間を延長することがあります)。

大規模買付行為の提案があった事実及び取締役会に提供された本必要情報は、取締役会及び第三者委員会が適切と判断する時点で、その全
部または一部を開示します。また、当社取締役会は、大規模買付者による本必要情報の提供が十分になされたと認めた場合には、その旨を大規
模買付者に通知するとともに、速やかにその旨を開示いたします。

（4）取締役会による評価期間等



取締役会による評価期間は、大規模買付者が取締役会に対し本必要情報の提供を完了した後、大規模買付行為の評価の難易度等に応じ、最大
６０日間（対価を現金（円貨）のみとする公開買付による当社全株式買付の場合）または最大９０日間（その他の大規模買付の場合）を、取締役会
による評価、検討、交渉、意見形成、代替案立案のための期間（以下、「取締役会評価期間」といいます）とします。大規模買付行為は、取締役会
評価期間の経過後にのみ開始されるものとします。

取締役会評価期間中、取締役会は外部専門家（ファイナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタント等の専門家）の助言を受け
ながら、提供された本必要情報を十分に評価・検討し、取締役会としての意見を慎重に取りまとめ、公表します。必要に応じ、大規模買付行為に関
する条件改善について交渉し、取締役会として株主の皆様に対し代替案を提示することもあります。

（5）第三者委員会の設置

大規模買付ルールに従って一連の手続きが進行されたか否か、あるいは大規模買付ルールが遵守された場合でも、当該大規模買付行為が当社
の企業価値及び株主共同の利益を著しく損なうものであることを理由として対抗措置を講じるか否かについては、取締役会が最終的な判断を行
いますが、本プランを適正に運用し、取締役会によって恣意的な判断がなされることを防止し、その判断の客観性及び合理性を担保するための仕
組みとして、第三者委員会を設置しております。第三者委員会の委員は３名以上とし、公正で中立的な判断を可能とするため、当社の業務執行を
行う経営陣から独立している社外取締役、社外監査役並びに社外有識者の中から選任します。

本プランについては、下記３（１）大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、原則として対抗措置は行わず、下記３（２）大規模買付
者が大規模買付ルールを遵守しなかった場合には、対抗措置をとる場合があるとし、対抗措置の発動に関する客観的な要件を設定しております。
その判断の合理性及び公正性を担保するために、取締役会は対抗措置の発動に先立ち、第三者委員会に対し対抗措置の発動の是非について
諮問し、第三者委員会は大規模買付ルールが遵守されているか否か、遵守をしているとしても、当該大規模買付行為が当社の企業価値および株
主共同の利益を著しく損なうと合理的に認められるか、十分検討した上で対抗措置の発動の是非について勧告を行うものとします。取締役会は、
対抗措置を講じるか否かの判断に際して、第三者委員会の勧告を最大限尊重するものとします。

なお、第三者委員会の規程の概要は、平成２８年４月２７日付「当社株式の大規模買付行為に関する対応方針（買収防衛策）の継続に関するお知
らせ」の別紙３のとおりです。また、本プランが株主の皆様のご賛同を得て継続することとなった場合の第三者委員会の委員は、同お知らせの別
紙４「第三者委員会の委員略歴」に記載のとおりであります。

３．大規模買付行為がなされた場合の対応方針

（1）大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、取締役会は、仮に当該大規模買付行為に反対であったとしても、原則として、当該買付
提案についての反対意見の表明あるいは代替案の提示により株主の皆様を説得するに留め、当該大規模買付行為に対する対抗措置はとりませ
ん。大規模買付者の買付提案に応じるか否かは、株主の皆様において、当該買付提案および当社が提示する当該買付提案に対する意見、代替
案等をご考慮の上、ご判断いただくことになります。

但し、大規模買付ルールが遵守されている場合であっても、当社取締役会は、当該大規模買付行為が以下<１>～<５>のいずれかに該当し、その
結果として当該大規模買付行為が会社に回復し難い損害をもたらすなど当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損なうと判断する場合には、
第三者委員会の勧告を十分に尊重した上で、例外的に当該大規模買付行為に対する対抗措置をとることがあります。

<１>真に当社の経営に参加する意思がないにもかかわらず、ただ株価をつり上げて高値で株式を会社関係者に引き取らせる目的の大規模買付
行為（いわゆるグリーンメーラーである場合）

<２>当社の経営を一時的に支配して当社の事業経営上必要な知的財産権・ノウハウ・企業秘密情報・主要取引先や顧客等を当該大規模買付者
やそのグループ会社等に移譲させるなど、いわゆる焦土化経営を行う目的の大規模買付行為

<３>当社の経営を支配した後に、当社の資産を当該大規模買付者やそのグループ会社等の債務の担保や弁済原資として流用する予定の大規模
買付行為

<４>当社の経営を一時的に支配して当社の事業に当面関係していない不動産、有価証券など高額資産等を売却処分させ、その処分利益をもって
一時的な高配当をさせるかあるいは一時的な高配当による株価の急上昇の機会を狙って株式の高値売り抜けをする目的の大規模買付行為

<５>大規模買付者の提案する当社株式の買付方法が、いわゆる強圧的二段階買収（最初の買付条件よりも二段階目の買付条件を不利に設定
し、あるいは二段階目の買付条件を明確にしないで、公開買付等の株式の買付を行なうことをいいます）等の、株主の判断の機会または自由を制
約し、事実上、株主に当社の株式の売却を強要するおそれがある大規模買付行為

　　　　

（2）大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合

大規模買付者が意向表明書を提出しない場合、大規模買付者が取締役会評価期間の経過前に大規模買付行為を開始する場合、大規模買付者
が大規模買付ルールに従った十分な情報提供を行わない場合、またはその他大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合には、具体的
な買付方法の如何にかかわらず、取締役会は、当社の企業価値・株主共同の利益を守ることを目的として、第三者委員会の勧告を十分に尊重し
た上で、当該大規模買付行為に対する対抗措置をとる場合があります。

（3）対抗措置の内容

本プランにおいては、上記(１)大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、原則として当該大規模買付行為に対する対抗措置はとり
ません。但し、上記(１)に記載のとおり例外的に対抗措置をとる場合、及び上記(２)に記載のとおり対抗措置をとる場合には、その判断の合理性お
よび公正性を担保するために、まず取締役会は対抗措置の発動に先立ち、第三者委員会に対し対抗措置の発動の是非について諮問し、第三者
委員会は大規模買付ルールが遵守されているか否か、遵守をしているとしても、当該大規模買付行為が当社の企業価値及び株主共同の利益を
著しく損なうと合理的に認められるか、十分検討した上で対抗措置の発動の是非について勧告を行なうものとします。

取締役会は、対抗措置を講じるか否かの判断に際して、第三者委員会の勧告を最大限尊重するものとします。

取締役会が対抗措置として新株予約権の無償割当をする場合の概要は、平成２８年４月２７日付「当社株式の大規模買付行為に関する対応方針
（買収防衛策）の継続に関するお知らせ」の別紙２に記載のとおりですが、実際には新株予約権の無償割当をする場合には、大規模買付者でない
ことを新株予約権の行使条件や取得条件とするなどの行使条件および取得条件を設けることがあります。

（4）対抗措置発動の停止等について

上記(1)または(2)において、当社取締役会が対抗措置を講ずることを決定した後に当該大規模買付者が大規模買付行為の撤回または変更を行っ
た場合など、対抗措置の発動が適切でないと取締役会が判断した場合には、第三者委員会の勧告を十分に尊重した上で、対抗措置の発動の中
止または停止を行なうことがあります。対抗措置として新株予約権の無償割当を行う場合において、大規模買付者が大規模買付行為の撤回また
は変更を行なうなど、対抗措置の発動が適切でないと取締役会が判断したときには、当該新株予約権の無償割当てについて設定した基準日にか
かる権利落ち日の前日までの間は、第三者委員会の勧告を受けた上で新株予約権無償割当ての中止をすることができるものとし、新株予約権無
償割当て後においては、第三者委員会の勧告を受けた上で当社が無償で新株予約権を取得する方法により、対抗措置発動の停止を行なうこと
ができるものとします。このような対抗措置発動の停止等を行なう場合は速やかに情報開示を行います。

４．株主・投資家に与える影響



（1）本プランが株主及び投資家の皆様に与える影響等

本プランは、株主の皆様が大規模買付行為に応じるか否かを判断するために必要な情報や、現に当社の経営を担っている取締役会の意見を、株
主の皆様に提供し、株主の皆様が代替案の提示を受ける機会を確保することを目的としています。これにより株主の皆様は十分な情報のもとで、
大規模買付行為に応じるか否かについて適切な判断をすることが可能となり、そのことが当社の企業価値及び株主共同の利益の確保・向上につ
ながるものと考えます。従いまして、本プランは、株主及び投資家の皆様が投資判断を行う上での前提となるものであり、株主及び投資家の皆様
の利益に資するものであると考えております。

なお、上記３．のとおり、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守するか否かにより大規模買付行為に対する当社の対応策が異なりますので、
株主及び投資家の皆様におかれましては、大規模買付者の動向に十分ご注意ください。

（2）対抗措置の発動が株主及び投資家の皆様に与える影響

当社取締役会は、当社の企業価値及び株主共同の利益の確保・向上を目的として、上記３．のとおり、対抗措置をとることがありますが、取締役
会が対抗措置をとることを決定した場合には、法令及び当社が上場する東京証券取引所及び名古屋証券取引所の上場規則等にしたがって、当
該決定について適時・適切に開示します。

対抗措置の発動時には、大規模買付者以外の株主の皆様が、法的権利または経済的側面において格別の損失を被るような事態は想定しており
ません。対抗措置として新株予約権の無償割当てを行う場合は、取締役会で別途定める一定の日における最終の株主名簿に記録された株主に
対し、その所有株式数に応じて新株予約権が割り当てられます。また、新株予約権を行使して株式を取得するためには、所定の期間内に一定の
金額の払込みを完了していただく必要があります。但し、当社が新株予約権を当社株式と引き換えに取得できる旨の取得条項に従い当該新株予
約権の取得の手続きを取る場合には、大規模買付者以外の株主の皆様は、新株予約権の行使価格相当の金銭を払い込むことなく、当社による
当該新株予約権の取得の対価として当社株式を受領することになります。これらの手続きの詳細につきましては、実際に新株予約権を発行また
は取得することになった際に、法令及び当社が上場する東京証券取引所および名古屋証券取引所の上場規則等にしたがって、別途お知らせい
たします。

なお、第三者委員会の勧告を受けて、当社取締役会が当該新株予約権の発行の中止または発行した新株予約権の無償取得（当社が新株予約
権を無償で取得することにより、株主の皆様は新株予約権を失います）を行う場合、1株当たりの株式の価値の希釈化は生じず、当社株式の株価
に相応の変動が生じる可能性があります。例えば、当該新株予約権の無償割当てを受けるべき株主が確定した後（権利落ち日以降）に当社株式
の価値の希釈化が生じることを前提にして売買等を行った株主または投資家の皆様は、株価の変動により不測の損害を被る可能性があります。

大規模買付者については、大規模買付ルールを遵守しない場合や、大規模買付ルールを遵守した場合であっても大規模買付行為が当社の企業
価値および株主共同の利益を著しく損なうと判断される場合には、対抗措置がとられることにより、結果的にその法的権利または経済的側面にお
いて不利益が発生する可能性があります。本プランの公表は、大規模買付者が大規模買付ルールに違反することがないようにあらかじめ注意を
喚起するものであります。

５．本プランの適用開始、有効期間、継続及び廃止

本プランの有効期間は、本定時株主総会において株主の皆様のご賛同を得られた場合には、本定時株主総会の日から３年間（平成３１年６月に
開催予定の定時株主総会終結の時まで）とし、以降につきましても、本プランの継続（一部修正した上での継続を含みます）については定時株主
総会の承認を経ることとします。

但し、その有効期間中であっても、<１>株主総会において本プランを廃止する旨の決議が行われた場合、または<２>当社取締役会により本プラン
を廃止する旨の決議が行われた場合には、その時点で廃止されるものとします。なお、当社取締役会は、今後の司法判断の動向や、当社が上場
する東京証券取引所及び名古屋証券取引所その他の公的機関の対応等を踏まえ、当社企業価値及び株主共同の利益の確保・向上の観点か
ら、必要に応じて本プランの見直し等、適宜・適切な措置を講じてまいります。その際における本プランの変更は、都度株主総会において議案とし
てお諮りし、株主の皆様のご賛同を得たうえで行うこととします（法令改正もしくは当社の上場する東京証券取引所及び名古屋証券取引所の上場
規則変更等による文言の変更といった軽微な修正につきましては、第三者委員会の承認を得たうえで、当社取締役会にて修正することがありま
す）。

[４]本プランが会社支配に関する基本方針に沿うものであり、株主共同利益を損なうものではないこと、会社役員の地位の維持を目的とするもの
でないこと及びその理由

　　　　　

本プランは、上記[３]．に記載のとおり、当社株式に対する大規模買付行為がなされた場合に、当該大規模買付に応じるか否かを株主の皆様がご
判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や期間を確保し、株主の皆様のために大規模買付者と交渉を行うこと等を
可能とすることにより、当社の企業価値及び株主共同の利益の確保・向上を目的に導入するものであり、上記[１]に述べた会社支配に関する基本
方針に沿うものです。

よって、当社取締役会は、本プランは当社株主の共同の利益を損なうものではなく、また、当社役員の地位の維持を目的とするものではないこと
は明らかであると考えます。その具体的な理由は以下のとおりです。

（１）買収防衛策に関する指針の要件を充足していること

本プランは、経済産業省及び法務省が平成１７年５月２７日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関す
る指針」が定めている三原則を充足しており、かつ、企業価値研究会が平成２０年６月３０日に発表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛
策の在り方」を踏まえております。

（２）株主意思を重視するものであること

本プランは、本定時株主総会において株主の皆様のご賛同を得たうえで継続するものです。また、上記[３].５に記載のとおり、本定時株主総会に
おいてご賛同頂いた後も、その後の当社株主総会にて変更または廃止の決議がなされた場合には、本プランは当該決議に従い変更または廃止
されることになります。従いまして、本プランの継続、変更及び廃止には、株主の皆様のご意思が十分反映されることとなっております。

（３）独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示

本プランを適正に運用し、取締役会によって恣意的な判断がなされることを防止し、その判断の客観性及び公正性を担保するための仕組みとし
て、第三者委員会を設置しています。第三者委員会は、当社の業務執行を行う経営陣から独立している社外取締役、社外監査役及び社外有識者
の中から選任される委員３名以上により構成されます。

また、第三者委員会の判断の概要については、適時適切に株主及び投資家の皆様に情報開示を行うこととし、当社の企業価値および株主共同
の利益に適うように本プランの透明な運営が行われる仕組みが確保されています。

（４）合理的かつ客観的な発動要件の設定

上記[３]．３でお示ししたとおり、本プランにおける対抗措置は、合理的な客観的要件が充足されなければ発動されないように設定されており、当社
取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しているものといえます。



（５）デッドハンド型もしくはスローハンド型買収防衛策ではないこと

上記[３]．５に記載のとおり、本プランは、当社取締役会によりいつでも廃止できるものとされております。従って、本プランは、デッドハンド型買収
防衛策（取締役会の構成員の過半数を交替させても、なお発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。

また、当社は取締役の任期を1年としているため、本プランはスローハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の交替を一度に行うことができず、そ
の発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもありません。

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

―――


